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[1高齢輔周を巡る帽塾業界の献・実態 I 

①薗働化＠泡皿

我が園の人口構造の変化を見ると、現在の高働化率はすでに20%を超えていtすが、高齢化が一層遥
行する20604手にl;t40%に近い水準になると推計され、5人に2人が65歳以上c.i.）う人口構造になると考え
られています二

【隼蛾区分割人口＠纏穆と4警察人口推附】
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也冊 2010年耳障では・8省『固鈴蘭董Jによる実払却15年以降は国立社会保障・人口
開店研究所r日本の将来鍵計人口σiza24年1局権断）』の出生中盤・究亡中盤仮定
による鍾針館呆
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1学習塾業を取鰍環境実態

②労働力人口の推移・見通し

我が国の労働力人口は、2010年で6,590万人であり、労働力人口総数に占める65歳以上の施率は上昇

を続け、2010年は8.9%にまで達しています

将来的には労働力人口の減少が見込まれており、経済成長と労働参加が適切に進まない場合、2030年

の労働力人口は5,678万人と推計されています．

【労．力人口＠推移】
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｛出所）2010年実．値は総潰省『労働力旬査』、2020年及び2030年は

｛制労働政策研究・研修．帯電縫針
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｛注｝ 縫針は、（狙）労働政策研究・研修働鳴が、国立社会保障・人口問題研究所『日本の

将来縫針人口｛平成24年1月縫針｝：出生申位・死亡中位縫針』を用いて行ったもの



③学習盤業にお防る従業員の年齢構成

本委員会で実施したアンケート調査によれば、学習塾業における従業員の年齢構成は、学生アルパイト

等が含まれる「兼任講師」が多〈、20代の従業員が圧倒的に多い状況となっていますユ

【学習量調障にお防る従集貝＠年働構成】
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出所） 本アンケート調査より（アンケート調査の実錨概夏は11ページを多照）
注｝ 従業員敏除、本アンケート調査で得られた回答の総和である．
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委員会で実施したアンケート調査に基づき、学習塾業における従業員数（兼任講師を除〈）を推計する

と、現在は少ない60歳以上や50ftの従業員の割合カえ今後大き〈増えていくと見込まれます。

【学習量鎗にお付る年代別従業員僚任鴎師を胎〈｝割合＠推闘
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出所｝本アンケート調査より
注｝ 推計は、ヨドアンケート調査において得られた年代別の従業員数に、年聞の銀周・退臓人数を考
.し、その傾向が布陣くものと仮定して算出している．
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①学習塾濃の事業所教など

平成22年の学習塾業の事業所数は、4万9,298事業所となっていますL

その推移を見ると、事業所は昭和61年から平成3年の5年闘でI万以上増加した後、増減を操り返して5

万前後の事業所数で推移しています．

【学習量灘＠事黛所敏・従集者数等】

平成21年 ｜ 平成22年 ｜ 前年臨

事業所数 4万9,682事業所 4万9,298事業所 （前年比企0.896)

従業者数 32万33百人 3,218百人 （前年比企0.596)

年間拘よ高 9,611億円 9,254億円 ｛前年比企3.796)

学習塾業務の事業従事者数 32万64盲人 3,259盲人 ｛前年比企0.296)

学習盤祭器の年間宛上高 9，特8億円 9,161億円 （前年比企3.296)

•1・難所当たり

1事業所当たり従業者数 7人 7人 ｛前年比 0.096)

1l事業所当たり年間売上高 1,935万円 1,877万円 ｛前年出企3.096)

1事業所当たり学習塾畿郵の事幾従事者数 7人 7人 ｛前年比 0.096)

1l事業所当たり学習塾業務の年間売上高 1,906万円 1,858万円 ｛前年比企2.596)

出閉経済産業省『平成21年特定ザーピス産業実態調査」

【学習畠叢＠事業所数＠推穆1
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②学習塾業の従業者

【従業者規槙別従業者数】

勤務先の従業者規模

別に見ると、「4人以下」

の規模の塾で働く従業

員が、全体の約6割を占

めています。

【雇用形態別従難者数】

雇用形態別に見ると、

「ノ号ート・アル.，，~イトなど』

の雇用形態で働く従業

員が全体の約7割を占

めています二

従業者規模別
平成21年

構成比｛%）

計 49,682 100.0 49,298 

4人以下 29,904 60.2 29,327 

5入品人 10,402 20.9 10,638 

10人』29人 8,186 16.5 7,945 

30人－49人 860 1.7 1,095 

50人司99人 272 0.5 251 

100人以下 57 0.1 42 

不詳 0.0 

出所） 経済崖業省「特定サービス崖業実態調査」

平成21年

男女別・雇用形態別 （人） 構成比（%）

男 従業者数計 323,324 100.0 
女 男 159,525 49.3 
.SU 
女 163,799 50.7 

従業者数計 323,324 100.0 

個人事業主及び無給の家族従業者 37,717 11.7 

雇 有給役貝 9,397 2.9 

周 常周雇用者 259,509 80.3 
形 E社員.iE職員 46,153 14.3 
態

.SU パート・アルバイトなど 213,356 66.0 

（就業時間換算雇用者数） 96,035 

臨時雇用者 16,701 5.2 

うち別経営の事業所に派遣している人 908 0.3 

1事業所当たりの従業員数（人） 7 

出所） 経済産業省『特定サービス産業実態調査』

平成22年

構成比（%） 前年比｛%）

100.0 企0.8

59.5 .... 1.9 

21.6 2.3 

16. l .... 2.9 

2.2 27.3 

0.5 .... 7.7 

0.1 26.3 

】

平成22年

｛人） 構成比｛%：前年比例

321,764 100.0 企0.5

164,106 51.0 2.9 

157,658 49.0 .... 3.7 

321,764 100.0 企0.5

38,952 12.l 3.3 

9,853 3.1 4.9 

259,452 80.6 0.0 

47,744 14.8 3.4 

211,708 65.8 企0.8

92,775 企3.4

13,507 4.2 企19.l

996 0.3 9.7 

7 0.0 

【学習塾難審の鍵務部門別事襲従事者数】

従事者5人以上の塾

で、業務部門別に従業員

構成を見ると、「非専任講

師」カη割を超えています。

平成21年
業務部門別

（人） 構成比例）

事業従事者数合計｛錦船 326,414 ． 

うち、事業従事者5人以上合計 265,169 100.0 

管理・営業部門 29,582 11.2 

専任講師 34,238 12.9 

非専任講師 191,208 72.l 

警備員 471 0.2 

その他 9,669 3.6 

出所） 経済産業省「特定サービス産業実態圃査」

平成22年

｛人） 構成比例｝ 前年比（%）

325,852 ー 企0.2

262,648 100.0 企1.0

21,536 8.2 

40,598 15.5 

191,997 73.l 

251 0.1 

8,267 3.1 
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2学習塾業における高齢者活関る実態 l 

ここでは、平成23年度に実施したアンケート調査の結果をもとに、学習塾業における高齢者活用を巡る実

態を概観します。

なお、アンケート調査は、学習塾経営者を対象にしたアンケートに加え、学習塾で働く50代の従業員を対

象としたアンケートも実施しています。

参考：アンケート調査の実施概要

1.学習塾調査

〈調査対象〉 …・

．社団法人全国学習塾協会に加盟する学習塾（526社）および協会に加盟して

いない比較的大規模な塾（94社）、計620塾を対象としました

．郵送で調査票を送り、郵送で回収（各塾が投函）しました

・回答は、塾の経営者もしくは人事管理担当責任者にお願いしました

〈調査実施時期〉

・平成23年ll月に実施しました

〈回収数等〉 ………山山山・

・ 620件発送し、70件の回答が得られました（回収率は11.3%)

2.従業員（50代｝調査

〈調査対象〉 ………・

・学習塾調査の調査票郵送の際、従業員規模に応じて、従業員用の調査票を3～
10通同封し、50代の従業員がいる場合は、経営者や人事管理担当責任者から

直接配付し、本人が直接記入の上、郵送で回収（各回答者が投函）しました

• 50代の就業者の選定については、当該塾で、より就業年数が長い就業者を優
先的に選定し、講師をはじめ、多様な職種の就業者に配付を依頼しました

〈調査実施時期〉 ・

・学習塾調査と同じく、平成23年ll月に実施しました

〈回収数等〉 ……・………・・……

• 116件の回答が得られました



①正社員の人事労務管理上の課題
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②正社員に実施している人事管理上の取組

正社員に実施している人事管理上の取組を見ると、「業績連動型の給与・賞与」の割合が47.1%と最も高

く、次いで「賃金表（職能、等級などによって従業員の基本給を一覧表にしたもの）の作成』（42.9%）、「定期

昇給制度」（30.0%）、「目標管理制度」（27.l%）となっていますユ

{n=70) 

[iE社員に実施している人事管理上の取組】
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③講師のキャリア

④正社員の育成・能力開発の方針



⑤正社員の育成・能力開発への取り組み度合



①50代もしくは60歳以上の従業員の有無

②50代・60歳以上の従業員が就いている職務



③正社員の定年年齢の有無、継続雇用制度の有無



④50代・60歳以上の活用で感じるメリット



⑤50代・60歳以上の従業員活用で感じる課題



⑥50代・60歳以上の従業員活用で工夫していること



①50代従業員の仕事ぶりに関する自己評価



②50代従業員の仕事に関する満足度

③50代従業員が会社にアピールできると考えるメリット
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